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ごあいさつ

イーバンク銀行は、2001年7月23日に開業した、わが国で最も新しいインターネット専業銀

行です。当行は、電子決済に軸足を置いた業務展開により、既存の銀行とは異なる、21世紀

に相応しい、新しい銀行のビジネスモデルの確立に取り組んでいます。開業以来、こうした理

念や当行のユニークなサービスにご賛同頂き、多くの個人・法人のお客様にイーバンク口座を

ご利用頂いています。2006年4月にはインターネット専業銀行最速で150万口座（解約を除

く累計口座開設承認数）を達成いたしました。

電子商取引市場の急拡大や、商品サービスの提供方法の多様化に伴い、安全で利便性が高く、

安価な決済手段が広く求められています。当行はこのような決済ニーズに対応して、これまで

も「最も先進的かつ個性的なIT時代の決済インフラを提供する、世界的に認知される企業とな

る」とのビジョンを示し、メールアドレスを利用した画期的な送金手段（メルマネ）や、PC

や携帯電話を通じた簡便かつ安価な資金決済サービスを提供してまいりました。またインター

ネット専業銀行として、セキュリティに関しては特段の配慮を加えております。今後もお客様

の更なる決済ニーズに対し、最先端のIT技術を駆使し、「セキュリティに優れた快適な決済イ

ンフラ」を提供することにより、イーバンクブランドを確立し、更なる認知度の向上に努めてい

きたいと考えています。

また、こうした電子決済サービスに加えて、お客様に対して、各種企業との提携により、ク

レジット・カードや個人向けカード・ローン、投資信託の販売等、各種金融サービスの提供を

行ってまいります。

同時に、適切なALM（資産負債総合管理）・リスク管理体制のもと、証券化商品を中心とした

優位性のある投資業務と効率的な資金調達業務にも積極的に取り組み、安定的収益源の確立を

進めてまいります。

これからも、一層のご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

2006年7月

代表取締役社長　松尾　泰一



4

経営理念

当行は以下の「３つのe＋CS」を経営理念としております。

「３つのe＋CS」とは、excellence（＝業務･サービスとしての「優位性」を常に追求すること）、

efficiency（＝業務･サービスの「効率性」を常に追求すること）、entertainment（＝お客様へ

の「楽しさ」の提供を常に追求すること）、customer satisfaction（＝お客様に満足いただけ

るサービスを追求すること）を表しています。

fficiencyfficiency ntertainmentntertainment

ustomerustomer
atisfactionatisfaction

xcellencexcellence

顧客満足

効率性 楽しさ

優位性
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当行の概要　 （2006年3月31日現在）

概　　要

大株主一覧

1. 名　　称 イーバンク銀行株式会社（英名： eBANK Corporation）

2. 本社所在地 東京都千代田区内幸町一丁目1番7号 大和生命ビル

3. 設　　立 2000年1月14日

4. 開　　業 2001年7月23日

5. 資 本 金 323億1,088万円

株　主　名 所有株式数 議決権比率

松尾　泰一 44千株 7.47 ％

GMOインターネット株式会社 38千株 6.45 ％

住友商事株式会社 30千株 5.19 %

株式会社インボイス 25千株 4.19 %

株式会社インデックス 24千株 4.15 %

有限会社マージャー･キャピタル 24千株 4.15 %

Turquoise International Finance Limited 22千株 3.82 %

馬場　和明 20千株 3.36 %

大和生命保険株式会社 17千株 3.00 %

Sino-JP Fund Co., Ltd. 11千株 1.95 %

営業所の名称及び所在地

本店　所在地：東京都千代田区内幸町一丁目1番7号 大和生命ビル

支店　所在地：東京都千代田区内幸町一丁目1番7号 大和生命ビル

支店名 ：ジャズ支店、ロック支店、サンバ支店、ワルツ支店、オペラ支店、タンゴ支店、

サルサ支店、ダンス支店、リズム支店、ビート支店、マーチ支店
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組織図　 （2006年3月31日現在）
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役員･従業員の状況　 （2006年3月31日現在）

役員一覧

従業員の状況
131名 （嘱託及び臨時従業員を含まず）

取締役会長 

代表取締役社長

代表取締役副社長

取　締　役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

常勤監査役

監　査　役

監　査　役

リスク管理担当

公開準備担当兼国際業務担当

CS本部長

九州電力（株）事業開発本部部長

大和生命保険（株）取締役相談役

東セロ（株）監査役

三井住友海上火災保険（株）取締役常務執行役員

地　位 氏　名 担当又は主な職業
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当行グループは、当行、連結子会社2社及び持分法適用会社2社から構成され、銀行業務を

中心に、ソフトウェア受託開発業、投資信託運用業務、債権管理回収業、投資法人資産運用業

などのサービスの提供を行っております。

当行グループの概要は以下のとおりです。

イーバンク銀行グループの概要

連 結 子 会 社

イーバンクシステム株式会社

2004年10月22日

東京都千代田区内幸町一丁目1番7号 大和生命ビル

ソフトウェア受託開発業

4億円

61.6％

eBANK Capital Management (Cayman) Ltd.

2005年10月21日

英領ケイマン諸島

投資信託運用業務

5,000万円

100.0％

名 　 称

設 　 立

住 　 所

主要な事業の内容

資 本 金

当行議決権比率

持分法適用関連会社

栄光債権回収株式会社

2000年1月7日

神奈川県横浜市西区浜松町2番5号

債権管理回収業

10億円

33.5％

株式会社アセット･リアルティ･マネジャーズ

2002年3月18日

東京都千代田区内幸町一丁目1番1号

投資法人資産運用業

1億6,450万円

5.0％

名 　 称

設 　 立

住 　 所

主要な事業の内容

資 本 金

当行議決権比率

（注）当行の株式会社アセット･リアルティ･マネジャーズの議決権所有割合は5.0％でありますが、無議決権株式も保有しており、実質的に影
響力を有しているため、持分法適用関連会社に含めております。



9

当期における業務上の大きなトピックといたしましては、第一に、2006年1月4日に全国

銀行データ通信システムに直接加盟したことが挙げられます。これにより、従来他の金融機関

の「振込入金口座」経由で行われていた振込入金が、直接イーバンク口座宛に送れるようになっ

たり、イーバンク口座から他行宛の振込に関して、当日処理可能な受付時限が緩和されるなど、

様々な利便性の向上が図られました。また当行の損益面でも、これまで得られていなかったイ

ーバンク口座への振込入金に係る収益が得られることになるなど、大きな効果があがっており

ます。

第二に、お客様の多様な電子決済サービスのニーズを背景として、イーバンク決済が利用で

きる提携先の拡大に努めました。とりわけ、スポーツ振興くじ「toto」のインターネット販売、

及び南関東4競馬場のネット投票サービスの開始等の公営競技への決済サービスの提供、並びに

楽天証券株式会社、マネックス証券株式会社、及び東洋証券株式会社等の証券会社との決済、並

びに口座紹介業務での提携等を、重点的に推進いたしました。一方で、携帯電話経由での電子

決済サービスの利便性向上にも、注力いたしました。

第三に、お客様の資産運用ニーズにお応えして、新たな金融商品の提供を開始いたしました。

まず、2005年11月より、定期預金の商品ラインアップに加え、当行独自の外国投資信託を含

む、投資信託の取扱いを開始し、2006年3月末現在、11銘柄の投資信託の取扱いに至りまし

た（※）。また、2006年3月より、これまでの1年、3年、5年及び7年満期の定期預金に加えて、

満期特約定期預金「アコーディオン」の取扱いを開始し、3月末時点で既に150億円を超える残

高を集めるなど、大変好評を博しております。

第四に、セキュリティ対策を拡充いたしました。近年、不正なりすましサイトによる「フィッ

シング」やキャッシュカードの「スキミング」といった問題が発生しております。これに対して当

行は、従来の取組みに加え、携帯電話を活用したログイン制限の管理や、英数字がランダムに表

示される変換表である「セキュリティボード」を利用した暗証番号等の入力の導入・拡充など、

セキュリティ対策を拡充いたしました。また、万一、第三者が口座番号、暗証番号及びログイン

パスワードを盗用し、お客様になりすまして預金口座を不正に使用し被害が発生した場合に、

一口座あたり年間、普通預金と定期預金を合わせて300万円まで補償していた限度額を、

1,000万円に引き上げました。

第五に、CSR（企業の社会的責任）への取組みを、積極的に進めました。2005年4月には、

イーバンクの決済システムを利用するたびに、決済手数料等の一部を特定の援助団体へ自動的

決算の状況（連結）

営業の概況

（※）投資信託の管理及び運用を行うことを目的に、2005年10月に eBANK Capital Management (Cayman) Ltd. を設立いたしました。



10

に寄付する、「ちょこっといいことプログラム」を開始するとともに、同年5月には、100万口座

突破記念事業として、財団法人日本フォスター・プラン協会（プラン・ジャパン）の特別寄付プロ

ジェクトに参加し、カンボジアのダムベ地区の新しい小学校校舎の建設を支援いたしました。

また、英国ヴァージングループの慈善活動団体、「ヴァージン・ユナイト」（Virgin Unite/本社：

英国ロンドン）とチャリティに関して提携し、2005年10月より、ヴァージン・ユナイトが行う

慈善事業向け募金口座を開設するなど、様々な取組みを進めてまいりました。

第六に、国際的な業務展開へ向けた取組みを開始いたしました。具体的には、香港における

駐在員事務所の設立について、2005年10月、香港金融管理局より正式に設立認可書を受領し

たことを受け、同年12月に、香港駐在員事務所を開設いたしました。また、最新のインターネ

ット業界動向やセキュリティ技術等の情報収集の拠点として、北米地域における駐在員事務所

の設立準備を開始いたしました。

最後に、以上のような取組みに対して、多くの調査結果で高い評価をいただきました。例え

ば、当行ウェブサイト（http://www.ebank.co.jp）は、インターネット情報誌Yahoo! Internet

Guide（ソフトバンククリエイティブ株式会社発行）が主催する「Web of the Year 2005」に

おいて、マネー部門で第１位に選ばれました。また、2005年10月に実施された、Gomez（ゴ

メス）のオンライン専業銀行・支店ランキングでは、総合第2位にランキングされました。

以上の施策の結果、当連結会計年度の業績は以下の通りとなりました。

預金は、口座数の順調な増加により、当年度末残高が3,303億43百万円（前年度末比

24.93％増）となりました。預け金残高は、資産運用方針に従って流動性・安全性に留意した結

果、1,303億49百万円（前年度末比1.99％増）の当年度末残高となりました。また投資運用業

務についてはポートフォリオの見直しを行った結果、国債等の積み増しにより有価証券は

1,286億29百万円（前年度末比776.29％増）となった一方で、買入金銭債権は195億27百

万円（前年度末比9.73％減）、金銭の信託は819億94百万円（前年度末比32.19％減）の当年

度末残高となりました。なお、総資産残高は3,673億95百万円（前年度末比25.42％増）とな

っております。
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経常収益は、上記当期における業務上の大きなトピックで言及したとおり、全国銀行データ

通信システムへの直接加盟、楽天証券株式会社、マネックス証券株式会社及び東洋証券株式会

社等証券会社との新たな提携並びにスポーツ振興くじ「toto」のインターネット販売及び南関東

4競馬場のネット投票サービスの開始等公営競技等へのインターネットサービスの提供等を背景

として、電子決済サービス業務関連収益が増加いたしました。また、従来からのクレジット・カ

ード発行に係る受入手数料の増加に加え、当期より開始した投資信託の販売による受入手数料、

ファイナンシャル・アドバイザリー手数料等の金融サービス販売業務関連収益が増加いたしま

した。さらには、運用資産ポートフォリオの積み上げによる収入の増加等によって運用調達業
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務関連収益が増加し、結果として、経常収益は106億32百万円（前年度比53.83％増）となっ

ております。

一方、経常費用は、業容の拡大に伴い、それぞれの業務に関連する費用が総じて増加すると

ともに、業務を支える人件費及び物件費等といった営業経費も増加いたしましたが、業務の効

率化・合理化に努めた結果、97億32百万円（前年度比31.10％増）となり、経常収益の伸びに

比べ低い増加率となりました。

その結果、経常利益は9億円（前年度は5億10百万円の経常損失）となり、開業後初めて経常

利益を計上することとなりました。なお、当期純利益は10億34百万円（前年度は5億48百万

円の当期純損失）となっております。
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■トピックス

● 2005年
＜4月＞

・決済手数料等の一部を寄付する「ちょこっといいことプログラム」を開始

・「ATM出金制限サービス」を開始

＜5月＞

・携帯電話からの利用がもっと便利になるiアプリを提供開始

・個人顧客向けに「IP制限サービス」を拡大

・証券口座の簡単開設申込サービスを開始

・日本フォスター・プラン協会の特別寄付プロジェクトに参画し、カンボジアの小学

校校舎建設を支援

＜7月＞

・ロンドン同時多発テロの被害者義援金受付口座を開設

・ USENが運営する音楽ダウンロードサービス「OnGen」でイーバンク決済開始

＜8月＞

・スパイウェア対策として「セキュリティボード」を導入

・日本初の携帯電話のカメラ機能を利用した口座開設申込を受付開始

・スポーツ振興くじ「toto」の初のインターネット販売を開始

＜9月＞

・米国ハリケーン「カトリーナ」の被災者義援金受付口座を開設

・西日本シティ銀行と包括的業務提携
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＜10月＞

・英ヴァージングループの慈善活動団体「ヴァージン・ユナイト」と提携

・パキスタン地震の被災者義援金受付口座を開設

＜11月＞

・初の投資信託「イーバンク・ヘッジファンドe501」の取扱いを開始

＜12月＞

・南関東4競馬場と提携し、投票サービスを開始

・香港駐在員事務所を開設

● 2006年
＜1月＞

・全国銀行データ通信システムに直接加盟

・振込を受け取ると得をする「ゴールドラッシュプログラム」を開始

＜2月＞

・フィリピン中部レイテ島地滑りの被災者義援金受付口座を開設

＜3月＞

・携帯電話を利用したログイン制限の一時解除など、セキュリティサービスを拡充

・給与振込口座指定で他行振込手数料が5回まで無料になるプログラムを開始

・満期特約定期預金の取扱いを開始

・「毎月おまかせ振込」など振込サービスを拡充

・証券会社との提携が計9社に

・投資信託の取扱銘柄が計11本に
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■調査・アンケート結果

日経BPコンサルティング「ブランド・ジャパン2005」（2005年4月）

・銀行-コンシューマー市場（BtoC）

日経BPコンサルティング「Webブランド調査」（2005年6月）

・金融サイト

日経リサーチ「通販ブランド500」（2005年7月）

・ブランド求心力全体ランキング

日本経済新聞「第二回金融機関評価調査」（2005年8月）

・顧客満足度評価

・総合評価

Gomez「オンライン専業銀行・支店ランキング」（2005年10月）

・総合得点

ヤフー・インターネット・ガイド「Web of the Year 2005」（2005年12月）

・マネー部門

マイボイスコム「インターネットバンキングの利用」（2006年1月）

・現在利用のインターネットバンキング

・最もよく利用しているインターネットバンキング 1位

1位

1位

2位

10位

5位

3位

1位

2位
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業務の内容

当行は、インターネット上における使い勝手の良い安価な電子決済サービスとそれに付随す

る金融サービスを主として提供するインターネット専業銀行として、2001年7月に開業しまし

た。

当行では、「eBANK Style」（イーバンク・スタイル）という経営理念、すなわち、efficiency

（効率性）、 excellence（優位性）、及び entertainment（楽しさ）という3つの“e”と

customer satisfaction（顧客満足）からなる、“3e & CS”の思想に基づき、インターネットを

通じた電子決済に主軸を置きつつ、関連する各種業務を展開して参りました。これらの業務は、

(1)電子決済サービス業務、(2)金融サービス販売業務、(3)運用調達業務の3つの業務に分類で

き、それぞれを密接に結びつけ事業を展開しております。

(1) 電子決済サービス業務
当行は、内国為替をはじめ、各種サービスをインターネット上でお客様に提供しています。

具体的には、電子取引におけるショッピングの際、購入者と商品･サービス提供者との間の資

金決済を口座振替機能により瞬時に行う「イーバンク・ペイ」や「イーバンク・デビット」、

メールアドレスと名前だけで送金が行える｢メルマネ｣、Web上でのデータ交換を通じ大量の取

引依頼が可能な｢Web-FB｣等、決済に軸足を置いたインターネット専業銀行ならではの、利便

性の高い様々な決済・送金サービスを提供しております。これらのサービスは、PC及び携帯

端末を通じた利用が可能です。

加えて、インターネット上でのセキュリティにも十分配慮しており、SSL128bitの暗号化

技術はもとより、予め登録したIPアドレス以外からの取引を制限する｢IP制限サービス｣、イン

ターネット上での不測の事態に対応するeBANKセキュリティ保険の提供等により、お客様が

安心して利用できる環境を提供しております。

(2) 金融サービス販売業務
当行では現在、各種企業との提携により、クレジット・カードや個人向けカード・ローン、

プロモーションサイトの共同展開や投資信託の販売等により、手数料収益の拡大を図っており

ます。当行は、当行独自の外国投資信託である「イーバンク・ヘッジファンドe501クラスA

証券」の販売を2005年11月に開始し、2006年3月末現在で11銘柄の投資信託の販売の取

扱いを行っております。また、当行は、ビザ・インターナショナルの「プリンシパル・メンバ

ー」の資格を2006年3月に取得し、今後、新しいタイプのカードの発行を目指してまいりま

す。さらに、運用業務における投資経験で取得したノウハウを用い、証券化・流動化案件のア

レンジメント業務を始めとした「ファイナンシャル・アドバイザリー業務」の取組みを行って

おります。加えて、社債管理業務についても、2005年9月に新たに商品業務室を設ける等、

事務管理体制を整え取り組んでおります。
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(3) 運用調達業務
当行では個人・法人のお客様の双方に普通預金を、個人のお客様向けに定期預金を、それぞ

れインターネット上で提供することにより負債性資金を調達しております。個人のお客様向け

の普通預金については、金利水準を他行より高めに設定し、決済資金のより多い滞留を促す戦

略を取っております。また、定期預金につきましては、預り資産の積み上げを図るべく、他行

より優位性のある金利水準を設定する一方、2006年3月には満期特約付きの新型定期預金

「アコーディオン」の取扱いを開始し、調達コストの中長期での抑制、及びALM（資産負債総

合管理）の高度化にも取り組んでおります。

当行の電子決済サービスにおいては、普通預金の引出し、定期預金の解約及び他の金融機関

への送金がインターネット上で時間と場所を選ばずに迅速且つ容易に行えます。このため、流

動性に十分配慮した運用を行う必要があることから、預金調達の相応の割合を、金融機関預け

金や国債などの流動性の高い資産で運用しております。また、他の運用資産のうち一定割合に

ついては、預金金利に対して相応の利鞘を追求する必要があるため、キャッシュ・フローを生

み出す資産(オフィスビルや商業・居住用施設等の各種不動産物件、消費者ローン等の貸付債権、

企業の売掛債権等)を裏付けとした証券化・流動化商品等のリスク対比で一定の収益が期待でき

る資産に投資しています。投資に際しては、リスクに見合った収益が期待できるか、信用リス

ク及び市場変動リスクの分散を適正に図ることができるか等に留意して、運用資産ポートフォ

リオの積み上げを目指しております。

(4) その他
① 情報サービス業

当行のオープン系銀行システムは、従来の銀行システムに比して安価かつ効率的に構築され

ており、またこれまで安定した運用実績を残しています。こうしたシステム分野における優位

性を踏まえ、また一層の開発・運用力の強化と収益の追求を目的として、当行は、イーバンク

システム株式会社を設立し、同社を通じて情報サービス業を行うために、当行システム本部シ

ステム開発部及びシステム技術部の業務の大部分を移管しました。

② 債権管理回収業

栄光債権回収株式会社は、債権管理回収業に関する特別措置法に基づいて、債権管理回収業

を営んでおります。

③ 投資法人資産運用業

株式会社アセット・リアルティ・マネジャーズは、投資信託及び投資法人に関する法律に基づ

いて、投資法人資産運用業としてイーアセット投資法人（J-REIT）の資産の運用を行う業務を行

っております。
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業務運営の状況
(1) リスク管理体制
当行は、決済業務を中心とした業務展開を行うインターネット専業銀行としてのリスクの特

性を踏まえた実効性あるリスク管理体制を構築しております。具体的には、リスクの源泉・運営

方針・管理方針等を定めた、｢リスク管理基本ポリシー｣を取締役会において制定し、この基本方

針の下、個別のリスク管理に関する各種規程を制定、各部署は当該規程に従って業務を遂行し

ております。

当行では、リスク管理部を中心とした総合的なリスク管理体制をとっており、リスク管理担当

役員統括の下、当行グループの総体的なリスクをリスク管理レポートとしてまとめ、月次でリ

スク管理委員会に、四半期毎に取締役会に報告をしています。一方、障害や災害の発生時の対

応方針については、「コンティンジェンシープラン」に規定し、不測の事態においても銀行として

の公共的使命を全うすべく、万全を期しております。

また当行では、新BIS規制の考え方をベースとして、前月末における自己資本金額を当行グル

ープが保有する各種リスクに割り当てるキャピタル・アロケーションの手法を導入し、過度の

リスク保有を制限する仕組みを構築しております。そして、別途「自己査定規程」を制定し、決

算時にはこれに従い適正な自己査定、償却引当を実施しております。

＜信用リスクの管理体制＞

信用リスクに関する基本方針は、「信用リスク管理規程」「投資運用リスク管理規程」及び

「投資運用リスク管理取扱手続」に規定し、これを遵守しております。当行の信用リスクの源

泉は、1）役務取引等によって発生する営業債権等と、2）資金運用業務によって発生する運

用資産であり、それぞれにおいて、金額に応じた信用供与の決定方法、ロスカットルール、モ

ニタリングの方法及びサイクルを、「信用リスク管理規程」及び「投資運用リスク管理規程」

に規定しております。

また、当行の運用資産のうち収益資産につきましては、新BIS規制の趣旨及び流動性リスク等

を考慮して、下記のルールを規定しており、当該ルールの遵守状況につきましては、月次で開催

されるリスク管理委員会において報告しております。

a）個別案件毎のリスク量を計測し、リスク量管理を実施。さらに信用リスク総量の上限枠とし

て、運用資産ポートフォリオ全体の信用リスク量を自己資本対比で常時一定水準以内に制限。

b）運用資産投資に対する多角的な規制を整備（1与信先当りの投資残高規制、1取引当りの投資

金額規制、投資資産カテゴリーの集中規制、証券化不動産の地域集中規制、特定業種への集

中規制、取引先の集中規制）。

＜市場リスクの管理体制＞

市場リスクに関する基本方針を「市場リスク管理規程」「投資運用リスク管理規程」及び「投資

運用リスク管理取扱手続」に規定し、これを遵守しております。
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当行の市場リスクの源泉は、1）国債・地方債・政府保証債、2）社債、3）株式、4）運用資産に

付随する為替、5）その他市場性のある資産等、となっており、それぞれにおいて、ロスカットル

ール、モニタリングの方法及びサイクルを、｢市場リスク管理規程｣に規定しております。

またキャピタル・アロケーションの手法に基づき、当該リスクにおける予想最大損失額が、各

部署に賦課された自己資本金額の範囲に収まるようリスク管理を行っており、当該ルールの遵

守状況につきましては、月次で開催されるリスク管理委員会にて報告しております。

さらに当行では、国債・地方債・政府保証債の管理項目は期間損益・デュレーション・

10bpv・VaRとし、日次で社長、リスク管理担当役員、財務経理担当役員に報告しております。

株式・社債・為替・その他市場性のある資産については月末時価（簿価含む）を月次で、リスク

管理委員会に報告しております。

運用資産については、平均デュレーションが預金調達における平均デュレーションを上回ら

ないことを基本とし、金利変動による収益への影響を限定することとしております。

（注）「10bpv（10ベーシス・ポイント・バリュー）」とは、金利が0.1％変化したときの時価損益変化を意味します。
「VaR（バリュー・アット・リスク）」とは、一定の確率の下で被る可能性がある予想最大損失額を意味します。

＜流動性リスクの管理体制＞

流動性リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」及び「資金流動性・決済リスク

管理ポリシー」に規定し、これを遵守しております。

当行では貸借対照表を、1）流動性の運用・調達を管理する「流動性管理ボックス」、2）期間運

用・調達を管理する「期間運用調達ボックス」、3）資本金と資本金運用を管理するための「資本ボ

ックス」の3種類のボックスに分け、一定のルールのもとに残高管理をする「静態的管理」と、日々

の定期預金中途解約率、対外出金金額、ATM出金金額等の流動性指標をモニタリングする「動態

的管理」の二種類の管理手法を採り入れ、流動性リスク管理を万全なものとしております。これら

の管理手法においては、平常時・懸念時・危機時に分けた流動性リスク運営モードを設定、懸念

時・危機時においては、「資金流動性リスク・コンティンジェンシープラン」に沿った対応を行い、流

動性の十分な確保や風評リスクの制御等に向けてのアクションプランを明確化しております。

（注）「流動性管理ボックス」とは、資産負債における運用・調達の流動性管理を行うためのもので、要求払い預金の和に対応させて準備し
ている資産の総和を意味します。
「期間運用調達ボックス」とは、資産負債における運用・調達の期間管理を行うためのもので、定期預金等に対応させて準備している
資産の総和を意味します。
「資本ボックス」とは、資本金と資本金運用の管理を行うためのものです。

＜事務リスクの管理体制＞

当行では「リスク管理基本ポリシー」等にのっとり、有人店舗を持たずインターネットによる非対

面取引を専門に行う銀行としての特殊性を認識した事務リスクの管理体制を構築しております。

具体的には、事務の取扱いや権限を規定したプロシージャーやマニュアルの制定、人為的ミス
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を極力排除し、効率的な事務処理を実現するためのシステム化等により、適正な人員で事務リ

スクを最小化するよう努めております。特に口座開設時の本人確認や口座開設後の疑わしい取

引の抽出や名寄せチェックについては、独自のプロシージャー・マニュアルを制定し、不正取引

等の防止に組織的に対応できるような態勢を構築しております。また、各部署で実施する自主

点検や、内部監査室による内部監査により、事務リスクの削減とともに、事務の改善、レベル向

上を図っております。

また、前述のキャピタル・アロケーションの手法に基づき、オペレーショナルリスクに対する

十分な備えとして、新BIS規制の「基礎的手法」に基づく必要自己資本を約5割上回る金額を当

該リスクに対して保守的に配分しております。

＜情報セキュリティリスクの管理体制＞

情報セキュリティリスクに関する運営・管理方針を「情報セキュリティリスク管理規程」に、情

報セキュリティリスクを統括する責任者をリスク管理担当役員として定め、各種関連規程を整

備しております。また、社内にある情報を重要度に応じて区分し、区分レベルに合った管理を行

う等、これら規程を運用し、遵守状況の確認を行っております。

＜システムリスクの管理体制＞

当行は、業務運営をシステムに大きく依存しており、各種リスクの中でもシステムリスクを

もっとも重視すべきリスクの一つであると認識しております。より高度なシステムリスクの管

理体制を実現するために、システムリスクに関する運営・管理方針を「情報システムリスク管理

規程」として定め、これに基づき全社的なシステムの開発、管理・運用を厳格に実施しておりま

す。また、災害・障害時に備えてネットワーク・ハード機器の二重化や、顧客データの隔地保管

等を実施している他、災害対策センターからプライマリーセンターへのデータの復元を迅速に

行える設計としており、より信頼性の高い安全な運用を実現しております。さらに、顧客財産の

保全を第一とし、業務の継続を図り、中断の範囲や期間を極小化し、迅速かつ効率的に業務の

再開を行うために、詳細な「コンティンジェンシープラン」を定めており、お客様が安心してお

取引を行って頂ける体制としております。

また、インターネットにかかわるリスクについては、全銀協発出の｢インターネットバンキン

グにおいて留意すべき事項｣及び金融庁発出の｢金融検査マニュアル システムリスク管理態勢の

確認検査用チェックリスト｣に基づいた対策を行っており、加えて、当行システムへの不正侵入

については、ファイアーウォールの設置による防止やネットワークやシステムへの24時間365

日にわたる常時監視、また別途セキュリティ対策ソフトウエアの導入等により、不測の事態への

備えを行っております。
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＜レピュテーショナルリスクの管理体制＞

当行は、インターネット専業銀行という特性を踏まえ、風評リスクの管理にも特段の留意を

しております。すなわちレピュテーショナルリスクの管理については、「レピュテーショナル

リスク・コンティンジェンシープラン」に規定し、担当部署が平時より風評・風説の存否を確認

し、一定要件に該当した場合には、各部署が迅速に適切な対応を取れるように体制を整えてお

ります。

(2) コンプライアンス体制
当行は、銀行の公共的使命を全うするためには、高度な倫理観をもって業務を遂行するとと

もに、経営の健全性を高め、社会の信用・信頼を確保することが何よりも重要な課題であると認

識しております。

このため法令、諸規則、社会的規範を遵守し、確固たる倫理観に基づいた公正な行動を取る

ことを役職員に徹底しております。

具体的な取組みとしては、主として以下を行っております。

・取締役会において具体的な実践計画であるコンプライアンス・プログラムを承認し、定期的

に進捗状況を確認し、見直しを行っております。

・全社的なコンプライアンスを統括する部署として、リスク管理担当役員の下にコンプライア

ンス推進部を設置し、社内各部署にコンプライアンス担当者を配置しております。これらに

より、日常業務におけるコンプライアンス意識の浸透を図るとともに、モニタリングを実施

し月例の担当者会議で報告、情報の共有を行う体制を構築しております。

・各種の業務案件につきましては、企画段階および決裁段階において、コンプライアンス担当者

およびコンプライアンス・オフィサーによるコンプライアンス･チェックを実施する体制を整

備しております。また、案件会議、投資委員会およびリスク管理委員会にはコンプライアンス

推進部長が同席し、業務案件の審議を行っております。

・倫理規程、コンプライアンス･ポリシー、コンプライアンス･マニュアル等を制定し、必要に応

じて見直すとともに、研修を実施して教育･啓蒙に努めております。
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■ 主要な経営指標

連結経常収益

連結経常利益（△は連結経常損失）

連結当期純利益（△は連結当期純損失）

資本金

発行済株式の総数

連結純資産額

連結総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

連結自己資本比率（国内基準）

配当性向

従業員数（期末時点）

6,911

△ 510

△ 548

28,550

554千株

24,011

292,927

264,414

 600

14,678

15.47％

＿

91人

10,632

900

1,034

32,310

594千株

30,362

367,395

330,343

 ＿

128,629

20.20％

＿

141人

（単位：百万円）

（2004年度） （2005年度）

（注）1. 連結自己資本比率（国内基準）は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。
2. 従業員数は嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。
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■ 連結貸借対照表

資産の部 負債の部

130,351

19,527

 81,994

128,629
＿

6,460

821

19

△ 408

367,395

127,799

21,632

120,927

14,678

600

7,380

339
＿

△ 430

292,927

現金預け金

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

貸出金

その他資産

動産不動産

繰延税金資産

貸倒引当金

資産の部合計

（単位：百万円）
2004年度 2005年度

（2005年3月31日現在） （2006年3月31日現在）

330,343

6,320

 81
＿

336,745

287

 32,310

11,232

 △ 11,472

 △ 1,591

 △ 115

 30,362

367,395

264,414

4,298

 50

152

268,915

―

 28,550

7,806

 △ 12,507

 222

 △ 61

 24,011

292,927

預金

その他負債

賞与引当金

繰延税金負債

負債の部合計

少数株主持分

少数株主持分

資本の部

資本金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

自己株式

資本の部合計

負債、少数株主持分
及び資本の部合計

2004年度 2005年度
（2005年3月31日現在） （2006年3月31日現在）
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

■1 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社　2社

イーバンクシステム株式会社

eBANK Capital Management (Cayman) Ltd.

なお、eBANK Capital Management (Cayman) Ltd.は、設立により当連結会計

年度から連結しております。

（2）非連結子会社

該当ありません。

■2 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社

該当ありません。

（2）持分法適用の関連会社 2社

栄光債権回収株式会社

株式会社アセット・リアルティ・マネジャーズ

なお、株式会社アセット・リアルティ・マネジャーズの当行の議決権割合は5％でありますが、

実質的に影響力を有していること等により、当連結会計年度から持分法を適用しております。

（3）持分法非適用の非連結子会社

該当ありません。

（4）持分法非適用の関連会社

該当ありません。

■3 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は次のとおりであります。

3月末日　　2社

■4 連結される子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結される子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。
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（注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により

算定）、時価のないものについては移動平均法による原

価法により行っております。なお、その他有価証券の評

価差額については、全部資本直入法により処理しており

ます。

3. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭信託におい

て信託財産として運用されている有価証券の評価は、時

価法により行っております。

4. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

5. 当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物

（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用して

おります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　50年

動産　3年～20年

6. 自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会

社で定める利用可能期間（主として5年）に基づく定額

法により償却しております。

7. 新株発行費は支出時に全額費用として処理しております。

8. 当行及び連結子会社の外貨建資産・負債は、連結決算日

の為替相場による円換算額を付しております。

9. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基

準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の

検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する

実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員

会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先

債権に相当する債権については、一定の種類毎に分

類し、合理的に算出した予想損失率等に基づき引き

当てております。破綻懸念先債権に相当する債権に

ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち

必要と認める額を引き当てております。破綻先債権

及び実質破綻先債権に相当する債権については、債

権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業

関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査

定結果により上記の引当を行っております。

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過

去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当て

ております。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるた

め、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連

結会計年度に帰属する額を計上しております。

10. 当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。

11. ヘッジ会計の方法

為替変動リスク・ヘッジ

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建有価証券

（3）ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的

で為替予約取引を行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

てヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎に判断しております。

12. 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動

産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に

計上しております。

13. 動産不動産の減価償却累計額　 224百万円

14. 連結貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算

機等の一部については、リース契約により使用しており

ます。

15. 為替決済等の取引の担保として、有価証券36,532百万

円及び金銭の信託中の有価証券3,497百万円を差し入

れております。また、動産不動産のうち保証金権利金は

165百万円であります。

16. １株当たりの純資産額　51,030円57銭

17. 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号平成15年10

月31日）を当連結会計年度から適用しておりますが、こ

れによる税金等調整前当期純利益に与える影響はありま

せん。

18. 連結貸借対照表の資産及び負債の分類は、「銀行法施行

規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。
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経常収益 
 資金運用収益
  貸出金利息
  有価証券利息配当金
  預け金利息
  その他の受入利息
 役務取引等収益
 その他業務収益
 その他経常収益
経常費用
 資金調達費用
  預金利息
 役務取引等費用
 その他業務費用
 営業経費
 その他経常費用
  貸倒引当金繰入額
  その他の経常費用
経常利益（△は経常損失）
特別利益
 貸倒引当金戻入益
 関係会社株式売却益
 関係会社持分変動益
特別損失
 動産不動産処分損
 ソフトウェア除却損
 その他の特別損失
税金等調整前当期純利益
（△は税金等調整前当期純損失）
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益（△は当期純損失）

  6,911
 769
 31
 22
 1
 713
 1,193
 39
 4,908
  7,422
 1,269
 1,269
 660
 20
 4,719
 752
 298
 454
  △ 510
  ―
 ―
 ―
 ―
  28
 ―
 28
 ―

  △ 539

  9
  ―
  △ 548

  10,632
 1,851
 16
 1,186
 2
 645
 3,187
 370
 5,223
  9,732
 1,622
 1,622
 1,069
 441
 6,579
 19
 ―
 19
  900
  424
 22
 52
 350
  258
 31
 118
 108

  1,067

  52
  △ 19
  1,034

（単位：百万円）
2004年度 2005年度

（2004年4月1日～2005年3月31日） （2005年4月1日～2006年3月31日）

（注）1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 1株当たりの当期純利益金額　　1,851円58銭
3. 連結損益計算書の収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

■ 連結損益計算書
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（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高

資本剰余金増加高

 増資による新株の発行

 新株引受権の行使による増加高

資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高

利益剰余金増加高

 当期純利益

利益剰余金減少高

 当期純損失

利益剰余金期末残高

  

320

7,486

7,486
＿

7,806

△ 11,958
＿

＿

548

548

△ 12,507

  

7,806

3,425

3,422

2

11,232

△ 12,507

1,034

1,034
＿

＿

△ 11,472

（単位：百万円）
2004年度 2005年度

（2004年4月1日～2005年3月31日） （2005年4月1日～2006年3月31日）

■ 連結剰余金計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
（△ は税金等調整前当期純損失）
減価償却費
持分法による投資損益（△）
関係会社持分変動損益（△）
貸倒引当金の増加額
賞与引当金の増加額
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
金銭の信託の運用損益（△）
為替差損益（△）
動産不動産処分損益（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
買入金銭債権の純増（△）減
資金運用による収入
資金調達による支出
その他

小　計
法人税等の支払額
法人税等の還付額

　 営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
金銭の信託の増加による支出
金銭の信託の減少による収入
動産不動産の取得による支出
子会社株式の売却による収入
その他

　 投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入
少数株主への株式の発行による収入

　 財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高

△ 539

751
57
＿

286
12

△ 769
1,269
50

△ 2,531
5
＿

△ 600
106,401
△ 133
848

△ 112
216

105,213
△ 1
83

105,295

△ 6,432
62
900

△ 78,843
792

△ 112
＿

868
△ 82,765

14,972
＿

14,972
37,502
90,297
127,799

1,067

1,105
△ 15
△ 350
△ 22
30

△ 1,851
1,622
△ 749
△ 3,955

＿

31
600

65,929
2,126
1,493
△ 358
△ 448
66,254
△ 10
465

66,710

△ 169,749
43,465
15,726

△ 39,710
77,301
△ 477
90

1,411
△ 71,941

7,182
600
7,782
2,551

127,799
130,351

（単位：百万円）
2004年度 2005年度

（2004年4月1日～2005年3月31日） （2005年4月1日～2006年3月31日）

■ 連結キャッシュ･フロー計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 銀行法に基づくリスク管理債権

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

破綻先債権額

延滞債権額

3ヶ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

（単位：百万円）

（2004年度） （2005年度）

■ 金融再生法に基づく資産査定

―

―

―

600

600

―

―

―

―

―

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

（単位：百万円）

（2004年度） （2005年度）

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。

■ 監査証明

2005年度の連結計算書類は、「株式会社の監査に関する商法の特例に関する法律」第19条

の2第3項の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けております。

また、2005年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余

金計算書、連結キャッシュ･フロー計算書及び連結附属明細表は、証券取引法第193条の2の規

定に基づき、新日本監査法人の監査を受けております。

2004年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算

書、連結キャッシュ･フロー計算書及び連結附属明細表は、証券取引法第193条の2の規定に基

づき、中央青山監査法人の監査を受けております。
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■セグメント情報

＜１．事業の種類別セグメント情報＞

2005年度（2005年4月1日～2006年3月31日）

連結会社は、銀行業以外に一部でソフトウェア受託開発業の事業を営んでおります

が、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグ

メント情報は記載を省略しております。

2004年度（2004年4月1日～2005年3月31日）

連結会社は、銀行業以外に一部でソフトウェア受託開発業の事業を営んでおります

が、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグ

メント情報は記載を省略しております。

＜２．所在地別セグメント情報＞

2005年度（2005年4月1日～2006年3月31日）

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦

の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

2004年度（2004年4月1日～2005年3月31日）

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦

の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

＜３．海外経常収益＞

2005年度（2005年4月1日～2006年3月31日）

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略してお

ります。

2004年度（2004年4月1日～2005年3月31日）

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省

略しております。
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■ 連結自己資本比率

基本的項目  （Ａ）

補完的項目
 一般貸倒引当金 

 　うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目
 他の金融機関の資本調達手段の （Ｃ）

 意図的な保有相当額

自己資本額 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ） （Ｄ）

 資産（オン・バランス）項目 

リスク・アセット等 オフ・バランス取引項目 

 計 （Ｅ）

自己資本比率（国内基準） = 
（Ｄ） 

×  100

    
（Ｅ）

23,789

430

 　430

＿

24,219

 156,550

―

156,550

15.47％

30,650

408

 　408

＿

31,058

 153,340

385

153,725

20.20％

（単位：百万円）

＜国内基準＞ （2004年度） （2005年度）

（注）上記は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。
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当期における業務上の大きなトピックといたしましては、第一に、2006年1月4日に全国銀行

データ通信システムに直接加盟したことが挙げられます。これにより、従来他の金融機関の

「振込入金口座」経由で行われていた振込入金が、直接イーバンク口座宛に送れるようになった

り、イーバンク口座から他行宛の振込に関して、当日処理可能な受付時限が緩和されるなど、

様々な利便性の向上が図られました。また当行の損益面でも、これまで得られていなかったイーバ

ンク口座への振込入金に係る収益が得られることになるなど、大きな効果があがっております。

第二に、お客様の多様な電子決済サービスのニーズを背景として、イーバンク決済が利用でき

る提携先の拡大に努めました。とりわけ、スポーツ振興くじ「toto」のインターネット販売、及び

南関東4競馬場のネット投票サービスの開始等の公営競技への決済サービスの提供、並びに楽天

証券株式会社、マネックス証券株式会社、及び東洋証券株式会社等の証券会社との決済、並びに

口座紹介業務での提携等を、重点的に推進いたしました。一方で、携帯電話経由での電子決済

サービスの利便性向上にも、注力いたしました。

第三に、お客様の資産運用ニーズにお応えして、新たな金融商品の提供を開始いたしました。

まず、2005年11月より、定期預金の商品ラインアップに加え、当行独自の外国投資信託を含

む、投資信託の取扱いを開始し、2006年3月末現在、11銘柄の投資信託の取扱いに至りまし

た。また、2006年3月より、これまでの1年、3年、5年及び7年満期の定期預金に加えて、満

期特約定期預金「アコーディオン」の取扱いを開始し、3月末時点で既に150億円を超える残高

を集めるなど、大変好評を博しております。

第四に、セキュリティ対策を拡充いたしました。近年、不正なりすましサイトによる「フィッシ

ング」やキャッシュカードの「スキミング」といった問題が発生しております。これに対して当行

は、従来の取組みに加え、携帯電話を活用したログイン制限の管理や、英数字がランダムに表示

される変換表である「セキュリティボード」を利用した暗証番号等の入力の導入・拡充など、セキ

ュリティ対策を拡充いたしました。また、万一、第三者が口座番号、暗証番号及びログインパス

ワードを盗用し、お客様になりすまして預金口座を不正に使用し被害が発生した場合に、一口座

あたり年間、普通預金と定期預金を合わせて300万円まで補償していた限度額を、1,000万円

に引き上げました。

第五に、CSR（企業の社会的責任）への取組みを、積極的に進めました。2005年4月には、

イーバンクの決済システムを利用するたびに、決済手数料等の一部を特定の援助団体へ自動的

に寄付する、「ちょこっといいことプログラム」を開始するとともに、同年5月には、100万口座

突破記念事業として、財団法人日本フォスター・プラン協会（プラン・ジャパン）の特別寄付プロ

決算の状況（単体）

営業の概況
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ジェクトに参加し、カンボジアのダムベ地区の新しい小学校校舎の建設を支援いたしました。ま

た、英国ヴァージングループの慈善活動団体、「ヴァージン・ユナイト」（Virgin Unite/本社：英

国ロンドン）とチャリティに関して提携し、2005年10月より、ヴァージン・ユナイトが行う慈

善事業向け募金口座を開設するなど、様々な取組みを進めてまいりました。

第六に、国際的な業務展開へ向けた取組みを開始いたしました。具体的には、香港における駐

在員事務所の設立について、2005年10月、香港金融管理局より正式に設立認可書を受領した

ことを受け、同年12月に、香港駐在員事務所を開設いたしました。また、最新のインターネッ

ト業界動向やセキュリティ技術等の情報収集の拠点として、北米地域における駐在員事務所の設

立準備を開始いたしました。

最後に、以上のような取組みに対して、多くの調査結果で高い評価をいただきました。例えば、

当行ウェブサイト（http://www.ebank.co.jp）は、インターネット情報誌Yahoo! Internet

Guide（ソフトバンククリエイティブ株式会社発行）が主催する「Web of the Year 2005」

において、マネー部門で第１位に選ばれました。また、2005年10月に実施された、Gomez

（ゴメス）のオンライン専業銀行・支店ランキングでは、総合第2位にランキングされました。

以上の施策の結果、当年度の業績は以下の通りとなりました。

預金は、口座数の順調な増加により、当年度末残高が3,310億20百万円（前年度末比

25.15％増）となりました。預け金残高は、資産運用方針に従って流動性・安全性に留意した結

果、1,302億78百万円（前年度末比1.95％増）の当年度末残高となりました。また投資運用業

務についてはポートフォリオの見直しを行った結果、国債等の積み増しにより有価証券は

1,289億31百万円（前年度末比765.46％増）となった一方で、買入金銭債権は195億27百

万円（前年度末比9.73％減）、金銭の信託は819億94百万円（前年度末比32.19％減）の当年

度末残高となりました。なお、総資産残高は3,676億50百万円（前年度末比25.42％増）とな

っております。

経常収益は、上記当期における業務上の大きなトピックで言及したとおり、全国銀行データ通

信システムへの直接加盟、楽天証券株式会社、マネックス証券株式会社及び東洋証券株式会社等

証券会社との新たな提携並びにスポーツ振興くじ「toto」のインターネット販売及び南関東4競

馬場のネット投票サービスの開始等公営競技等へのインターネットサービスの提供等を背景とし

て、電子決済サービス業務関連収益が増加いたしました。また、従来からのクレジット・カード

発行に係る受入手数料の増加に加え、当期より開始した投資信託の販売による受入手数料、ファ
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イナンシャル・アドバイザリー手数料等金融サービス販売業務関連収益が増加いたしました。さ

らには、運用資産ポートフォリオの積み上げによる収入の増加等によって運用調達業務関連収益

が増加し、結果として、経常収益は105億51百万円（前年度比52.65％増）となっております。

一方、経常費用は、業容の拡大に伴い、それぞれの業務に関連する費用が総じて増加すると

ともに、業務を支える人件費及び物件費等といった営業経費も増加いたしましたが、業務の効

率化・合理化に努めた結果、95億97百万円（前年度比30.80％増）となり、経常収益の伸び

に比べ低い増加率となりました。

その結果、経常利益は9億54百万円（前年度は4億24百万円の経常損失）となり、開業後初め

て経常利益を計上することとなりました。なお、当期純利益は7億86百万円（前年度は4億61

百万円の当期純損失）となっております。

経常収益

経常利益（△は経常損失）

当期純利益（△は当期純損失）

資本金

発行済株式の総数

純資産額

総資産額

預金残高

貸出金残高

有価証券残高

単体自己資本比率（国内基準）

配当性向

従業員数（期末時点）

90

△ 3,763

△ 3,770

8,945

222千株

4,312

7,369

2,366

 ―

317

132.38％

 ―

55人

677

△ 4,164

△ 4,284

12,336

271千株

3,335

15,597

11,602

 ―

34

58.36％

 ―

72人

（2001年度） （2002年度）

2,865

△ 2,599

△ 2,958

21,064

423千株

9,638

169,453

158,013

 ―

10,017

12.64％

 ―

70人

（2003年度）

6,911

△ 424

△ 461

28,550

555千株

24,160

293,130

264,489

 600

14,897

15.54％

 ―

91人

（単位：百万円）

（2004年度）

10,551

954

786

32,310

596千株

30,318

367,650

331,020

 ―

128,931

19.94％

 ―

131人

（2005年度）

（注）1. 単体自己資本比率（国内基準）は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。
2. 従業員数は嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。

■ 主要な経営指標
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■ 貸借対照表

資産の部 負債の部

130,280

2

 130,278

19,527

81,994

128,931

59,178

56,368

2,290

 11,093

―

6,529

377

 113

 482

―

186

 ―

4,181

218

 968

796

649

147

△ 408

367,650

90,297

115

 90,182

21,498

43,611

10,017

6,660

1,303

2,051

 1

―

3,756

204

 21

 324

―

―

―

 2,208

732

 265

416

213

203

△ 144

169,453

現金預け金

 現金 

 預け金

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

 国債

 社債

 株式 

 その他の証券

貸出金

その他資産

 未決済為替貸

 前払費用

 未収収益

 先物取引差入証拠金

 金融派生商品

 繰延ヘッジ損失

 ソフトウェア

 ソフトウェア仮払金

 その他の資産

動産不動産

 土地建物動産

 保証金権利金

貸倒引当金

資産の部合計

（単位：百万円）

331,020

96,775

 233,870

374

6,240

349

 70

3,434

 1,466

25

894

70

 ―

 337,331

158,013

31,817

 126,164

30

1,619

236

 ―

808

 ―

―

574

37

 145

 159,815

預金

 普通預金

 定期預金

 その他の預金

その他負債

 未決済為替借

 未払法人税等

 未払費用

 前受収益

 金融派生商品

 その他の負債

賞与引当金

繰延税金負債

負債の部合計

資本金

資本剰余金

 資本準備金

利益剰余金

 当期未処理損失

  当期純利益

その他有価証券評価差額金

資本の部合計

負債及び資本の部合計

2003年度

264,489

52,454

 211,845

189

4,280

478

 88

2,081

 1,095

74

460

47

 152

 268,969

32,310

 11,232

11,232

△ 11,632

11,632

786

△ 1,591

30,318

367,650

21,064

 320

320

△ 11,958

11,958

△ 2,958

211

9,638

169,453

28,550

 7,806

7,806

△ 12,419

12,419

△ 461

222

24,160

293,130

2004年度 2005年度
（2005年3月31日現在）（2004年3月31日現在） （2006年3月31日現在）

2003年度 2005年度
（2004年3月31日現在）

127,787

2

 127,785

21,632

120,927

14,897

6,641

1,300

1,874

 5,080

600

7,390

507

 60

 794

735

―

145

 2,290

1,145

 1,710

325

236

88

△ 430

293,130

2004年度
（2005年3月31日現在）（2006年3月31日現在）

資本の部
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（注記）
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関

連会社株式については移動平均法による原価法、その他

有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法

により算定）、時価のないものについては移動平均法に

よる原価法又は償却原価法により行っております。なお、

その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法

により処理しております。

3. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭信託におい

て信託財産として運用されている有価証券の評価は、時

価法により行っております。

4. デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

5. 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物（建物附

属設備を除く。）については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　50年

動産　3年～20年

6. 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。

7. 新株発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

8. 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額

を付しております。

9. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に

則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制

の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別

委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注

意先債権に相当する債権については、一定の種類毎

に分類し、合理的に算出した予想損失率等に基づき

引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権

については、債権額から担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権

及び実質破綻先債権に相当する債権については、債

権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、

営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から

独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、

その査定結果により上記の引当を行っております。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備える

ため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。

10. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。

11. ヘッジ会計の方法

為替変動リスク・ヘッジ

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建有価証券

（3）ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で為替予約取引を行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いてヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基礎に判断しております。

12. 消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）の会計

処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動

産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上してお

ります。

13. 子会社の株式総額　142百万円

14. 子会社に対する金銭債権総額　5百万円

15. 子会社に対する金銭債務総額　980百万円

16. 動産不動産の減価償却累計額　223百万円

17. 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機等

の一部については、リース契約により使用しております。

18. 為替決済等の取引の担保として、有価証券36,532百万

円及び金銭の信託中の有価証券3,497百万円を差し入

れております。

19. 1株当たりの純資産額　　50,863円81銭

20. 旧商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付した

ことにより増加した純資産額は 1,112百万円であります。

21. 旧商法施行規則第92条に規定する「貸借対照表上の純

資産額から新株式申込証拠金、土地再評価差額金及び株

式等評価差額金の合計額を控除した金額」から「資本金、

資本準備金及び利益準備金の合計額」を差し引いた資本

の欠損の額は11,632百万円であります。

22. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとお

りであります。これらには、「国債」「社債」「株式」「そ

の他の証券」「買入金銭債権」が含まれております。以

下26.まで同様であります。
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満期保有目的の債券で時価のあるもの

その他有価証券で時価のあるもの

なお、上記の評価差額から組込デリバティブを一体処理

したことによる損益計上分△74百万円を差し引いた額

△1,591百万円が、「株式等評価差額金」に計上されて

おります。

23. 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

24. 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

25. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照

表計上額は、次のとおりであります。

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

その他有価証券

26. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的

の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

なお、住宅金融公庫債券（貸付債権担保Ｓ種及び貸付債

権担保）は償還金額が確定できないため、10年超に表

債 　 　 券

 国　　債

 社　　債

そ  の  他

合　　　計

14,071

5,471

8,600

11,847

25,918

47,148

27,960

19,188

9,870

57,019

48,489

22,869

25,620
＿

48,489

5,837

2,876

2,960

4,121

9,958

（単位：百万円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

非上場株式

事業債

みなし有価証券

優先出資証券

信託受益権

貸借対照表計上額

1,117

27,488

385

72

19,527

（単位：百万円）

子会社・子法人等株式

関連法人等株式

貸借対照表計上額

142

459

（単位：百万円）

その他有価証券

売却額

15,129

売却益の合計額

714

売却損の合計額

10

（単位：百万円）

株 　 　 式

債 　 　 券

 国　　債

 社　　債

そ  の  他

合　　　計

581

89,513

60,308

29,204

10,736

100,831

621

87,958

59,077

28,880

10,585

99,165

39

△1,555

△1,231

△323

△150

△1,665

39

28

1

27

18

87

＿

1,583

1,232

351

169

1,753

（単位：百万円）

取得原価 貸借対照表
計上額 評価差額 うち益 うち損

100

―

―

100

100

―

―

100

0

―

―

0

0

―

―

0

―

―

―

―

（単位：百万円）

時　価貸借対照表
計上額 差　額 うち益 うち損

国 債

社 債

そ の 他

合 計

示しております。

27. 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

運用目的の金銭の信託

満期保有目的の金銭の信託

該当事項はありません

その他の金銭の信託

該当事項はありません

28. 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号平成15年

10月31日）を当期から適用しておりますが、これによ

る税引前当期純利益に与える影響はありません。

29. 旧商法第280条ノ19第1項に規定されていた、取締役

及び使用人に付与している新株引受権の内容は次のとお

りであります。

（1）平成12年9月26日株主総会決議及び平成12年

10月12日取締役会決議に基づく新株引受権

対象となる株式の種類　　 普通株式　

対象となる株式の総数 2,410株

新株の発行価額　　　　 60,000円

（2）平成13年2月22日株主総会決議及び平成13年3

月8日取締役会決議に基づく新株引受権

対象となる株式の種類 普通株式

対象となる株式の総数 1,280株

新株の発行価額 65,000円

（3）平成13年6月18日株主総会決議並びに平成13年

6月18日及び平成13年7月12日取締役会決議に

基づく新株引受権

対象となる株式の種類 普通株式

対象となる株式の総数 3,875株

新株の発行価額 71,500円

（4）平成13年6月18日株主総会決議並びに平成13年

6月18日及び平成13年7月12日取締役会決議に

基づく新株引受権

対象となる株式の種類 普通株式

対象となる株式の総数 830株

新株の発行価額 65,000円

（5）平成13年9月10日株主総会決議及び平成13年9

月13日取締役会決議に基づく新株引受権

対象となる株式の種類 普通株式

対象となる株式の総数 10株

新株の発行価額 65,000円

81,994

2,620

（単位：百万円）

貸借対照表計上額

当期の損益に含まれた評価差額

金額
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経常収益 
 資金運用収益
  貸出金利息
  有価証券利息配当金
  預け金利息
  その他の受入利息
 役務取引等収益
  受入為替手数料
  その他の役務収益
 その他業務収益
  外国為替売買益
  国債等債券売却益
  その他の業務収益
 その他経常収益
  株式等売却益
  金銭の信託運用益
  その他の経常収益
経常費用
 資金調達費用
  預金利息
 役務取引等費用
  支払為替手数料
  その他の役務費用
 その他業務費用
  外国為替売買損
  その他の業務費用
 営業経費
 その他経常費用
  貸倒引当金繰入額
  株式等売却損
  金銭の信託運用損
  その他の経常費用
経常利益（△ は経常損失）
特別利益
 貸倒引当金戻入益
 関係会社株式売却益
特別損失
 動産不動産処分損
 ソフトウェア除却損
 その他の特別損失
税引前当期純利益（△ は税引前当期純損失）
法人税、住民税及び事業税
当期純利益（△ は当期純損失）
前期繰越損失
当期未処理損失

  2,865
 257
 ―
 21
 3
 231
 1,816
 189
 1,626
 59
 ―
 27
 32
 732
 66
 664
 1

  5,465
 648
 648
 332
 158
 174
 ―
 ―
 ―
 4,195
 288
 129
 ―
 36
 122

  △ 2,599
  ―

 ―
 ―

  350
 ―
 243
 106

  △ 2,950
  8

  △ 2,958
  8,999
  11,958

  10,551
 1,851
 16
 1,186
 2
 645
 3,176
 479
 2,697
 370
 ―
 60
 309
 5,152
 659
 3,955
 537

  9,597
 1,622
 1,622
 1,069
 437
 631
 441
 426
 14
 6,444
 19
 ―
 8
 ―
 10

  954
  104

 22
 82

  263
 31
 123
 108

  795
  8

  786
  12,419
  11,632

（単位：百万円）
2003年度 2005年度

（2003年4月1日～2004年3月31日）

  6,911
 769
 31
 22
 1
 713
 1,193
 256
 937
 39
 15
 ―
 24
 4,908
 1
 2,710
 2,195

  7,336
 1,269
 1,269
 660
 304
 355
 20
 20
 ―
 4,691
 695
 298
 52
 179
 165

  △ 424
  ―

 ―
 ―

  28
 ―
 28
 ―

  △ 453
  8

  △ 461
  11,958
  12,419

2004年度
（2004年4月1日～2005年3月31日） （2005年4月1日～2006年3月31日）

（注）1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 子会社との取引による収益総額　　0百万円

■ 損益計算書
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■ 損失処理計算書

■ 監査証明

Ⅰ 当期未処理損失

Ⅱ 損失処理額

　1 資本準備金取崩額

Ⅲ 次期繰越損失

12,419

―

12,419

11,632

11,232

400

（単位：百万円）
2004年度 2005年度

（株主総会承認日 2005年6月29日）

11,958

―

11,958

2003年度
（株主総会承認日 2004年6月24日） （株主総会承認日 2006年6月9日）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2005年度の計算書類は、「株式会社の監査に関する商法の特例に関する法律」第2条の規定

に基づき、新日本監査法人の監査を受けております。

また、2005年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属

明細表は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けております。

2003年度及び2004年度の計算書類は、「株式会社の監査に関する商法の特例に関する法律」

第2条の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受けております。

また、2004年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附

属明細表は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受けており

ます。
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損益の状況

■ 粗利益

△ 8

533

19

544

0.90％

695

2,107

△ 71

2,732

1.68％

資金運用収支

役務取引等収支

その他業務収支

業務粗利益

業務粗利益率

（単位：百万円）

（2004年度） （2005年度）

△ 4,445

△ 2,405

△ 3,712

△ 223

業務純益

実質業務純益

（単位：百万円）

（2004年度） （2005年度）

（注）1. 業務粗利益 =（資金運用収支＋ 金銭の信託運用見合費用）＋ 役務取引等収支＋ その他業務収支
2005年度より、金銭の信託運用見合費用を反映した数値を記載しており、2004年度についても遡って算出した数値を記載しております。

2. 業務粗利益率は業務粗利益の年度換算額を資金運用勘定平均残高で除して算出しております。

（注）実質業務純益 = 業務粗利益 － 経費（除く臨時処理分）－ 一般貸倒引当金繰入額 ＋ 金銭の信託運用損益

■ 資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り

国内業務部門 資金運用勘定

 　うち有価証券

 　うち預け金

 資金調達勘定

 　うち預金

国際業務部門 資金運用勘定

 　うち有価証券

 　うち預け金

 資金調達勘定

 　うち預金

合計 資金運用勘定

 　うち有価証券

 　うち預け金

 資金調達勘定

 　うち預金

59,190

9,788

27,508

122,073

122,073

1,266

1,266

ー

ー

ー

60,456

11,054

27,508

122,073

122,073

148,260

55,018

72,763

216,325

216,325

13,455

13,455

ー

ー

ー

161,715

68,473

72,763

216,325

216,325

730

△ 16

1

 777

777

38

 　38

 　ー

 ー

ー

769

22

1

777

777

1,758

1,093

2

 1,155

1,155

92

 　92

 　ー

 ー

ー

1,851

1,186

2

1,155

1,155

1.23

△ 0.16

0.00

 0.63

0.63

3.05

3.05

ー

ー

ー

1.27

0.20 

0.00

0.63

0.63

1.18

1.98

0.00

 0.53

0.53

0.69

0.69

ー

ー

ー

1.14

1.73 

0.00

0.53

0.53

（単位：百万円）

平均残高 利息 利回り（％）
（2004年度） （2004年度）（2005年度） （2005年度） （2004年度）（2005年度）

（注）「資金調達勘定」は、2005年度より金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しており、2004年度についても遡っ
て算出した数値を記載しております。

■ 業務純益
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（2004年度）（2005年度）

残高による増減

利率による増減

純増減

残高による増減

利率による増減

純増減

195

320

515

683

△ 62

620

988

0

988

509

△ 156

352

＿

＿

＿

＿

＿

＿

92
＿

92
＿

＿

＿

195

320

515

683

△ 62

620

1,081

0

1,081

509

△ 156

352

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）

受
取
利
息

支
払
利
息

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しています。

■ 受取利息・支払利息の分析

（2004年度）（2005年度）

役務取引等収益

役務取引等費用

1,193

660

3,176

1,069

＿

＿

＿

＿
1,193

660

3,176

1,069

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）

■ 役務取引の状況

（2004年度）（2005年度）

その他業務収益

その他業務費用

39

20

370

441

＿

＿

＿

＿
39

20

370

441

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）

■ その他業務の状況
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■ 利益率

総資産経常利益率

資本経常利益率

総資産当期純利益率

資本当期純利益率

－

－

－

－

0.28

3.50

0.23

2.88

（単位：％）

（2004年度） （2005年度）

（注）2004年度は経常損失、当期純損失となったため、利益率はいずれも記載しておりません。

■ 利鞘

（2004年度）（2005年度）

1.27

4.48

△ 3.20

1.18

3.51

△ 2.32

＿

＿

＿

0.69
＿

0.69

1.27

4.48

△ 3.20

1.14

3.51

△ 2.36

（単位：％）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）

資金運用利回り

資金調達原価

総資金利鞘

574

―

77

750

659

437

46

5

18

270

201

228

1,420

4,691

823

―

105

1,109

700

372

90

7

26

420

404

367

2,016

6,444

給料・手当

退職給付費用

福利厚生費

減価償却費

土地建物機械賃借料

営繕費

消耗品費

給水光熱費

旅費

通信費

広告宣伝費

租税公課

その他

合計

（単位：百万円）

（2004年度） （2005年度）

■ 営業経費の内訳
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業務の状況

■ 預金科目別残高

＜期末残高＞

（2004年度）（2005年度）

流動性預金

定期性預金

 うち固定自由金利定期預金

 うち変動自由金利定期預金

その他

計

譲渡性預金

合計

52,643

211,845

211,845
＿

＿

264,489
＿

264,489

97,149

233,870

233,870
＿

＿

331,020
＿

331,020

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

52,643

211,845

211,845
＿

＿

264,489
＿

264,489

97,149

233,870

233,870
＿

＿

331,020
＿

331,020

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）

＜平均残高＞

（2004年度）（2005年度）

流動性預金

定期性預金

 うち固定自由金利定期預金

 うち変動自由金利定期預金

その他

計

譲渡性預金

合計

38,365

161,705

161,705
＿

＿

200,071
＿

200,071

73,755

230,641

230,641
＿

＿

304,396
＿

304,396

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

38,365

161,705

161,705
＿

＿

200,071
＿

200,071

73,755

230,641

230,641
＿

＿

304,396
＿

304,396

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）
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■ 定期預金残存期間別残高

3ヶ月未満
3ヶ月以上
6ヶ月未満

6ヶ月以上
1 年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合　計

固定自由金利定期預金

変動自由金利定期預金

合計

6,748
＿

6,748

10,235
＿

10,235

26,563
＿

26,563

57,693
＿

57,693

22,024
＿

22,024

88,580
＿

88,580

211,845
＿

211,845

（単位：百万円）

（2004年度）

3ヶ月未満
3ヶ月以上
6ヶ月未満

6ヶ月以上
1 年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合　計

固定自由金利定期預金

変動自由金利定期預金

合計

53,292
＿

53,292

14,297
＿

14,297

17,231
＿

17,231

19,689
＿

19,689

58,035
＿

58,035

71,324
＿

71,324

233,870
＿

233,870

（2005年度）

■ 貸出金科目別残高

＜期末残高＞

＜平均残高＞

（2004年度）（2005年度）

手形貸付

証書貸付

割引手形

当座貸越

合計

＿

263
＿

＿

263

＿

141
＿

＿

141

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

263
＿

＿

263

＿

141
＿

＿

141

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）

（2004年度）（2005年度）

手形貸付

証書貸付

割引手形

当座貸越

合計

＿

600
＿

＿

600

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600
＿

＿

600

＿

＿

＿

＿

＿

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）
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■ 貸出金残存期間別残高

■ 貸出金業種別内訳
2004年度の貸出金は不動産業向け貸出債権の譲受によるものです。

期間の定め
のないもの

1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下1年以下 合　計

2004年度 貸出金

 うち変動金利

 固定金利

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600
＿

600

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600
＿

600

2005年度 貸出金

 うち変動金利

 固定金利

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

（単位：百万円）

■ 貸出金使途別内訳

設備資金

運転資金

合計

600
＿

600

＿

＿

＿

（2004年度） （2005年度）

（単位：百万円）

■ 中小企業等に対する貸出金

貸出金残高

総貸出に占める割合

600

100％

＿

＿

（2004年度） （2005年度）

（単位：百万円）
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■ 貸出金担保別内訳

有価証券

債権

商品

不動産

その他

小計

保証

信用

合計

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

600

600

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

（2004年度） （2005年度）

（単位：百万円）

■ 支払承諾内訳
該当事項はありません。

■ 支払承諾見返の担保別内訳
該当事項はありません。

■ 特定海外債権残高
該当事項はありません。

■ 貸出金の預金に対する比率

（2004年度）（2005年度）

貸出金 (A)

預金 (B)

預貸率 (A) ／(B)

期中平均

600

264,489

0.22％

0.13％

―

331,020

―

0.04％

―

―

―

―

―

―

―

―

600

264,489

0.22％

0.13％

―

331,020

―

0.04％

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）区　分

預貸率
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■ 貸倒引当金内訳

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

430
＿

＿

408

0
＿

（2004年度） （2005年度）

（単位：百万円）

■ 貸出金償却額
該当事項はありません。
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■ 有価証券の時価情報

（単位：百万円）

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式

債券

その他

合計

271

7,699

4,284

12,255

319

7,738

4,357

12,415

48

38

72

159

48

38

74

161

＿

＿

1

1

（単位：百万円）

（2004年度）

貸借対照表計上額 時　価 評価差額 うち益 うち損

国債 203 204 0 0 ＿

（2004年度）

（単位：百万円）

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

株式

債券

その他

合計

581

89,513

10,736

100,831

621

87,958

10,585

99,165

39

△ 1,555

△ 150

△ 1,665

39

28

18

87

＿

1,583

169

1,753

（単位：百万円）

（2005年度）

貸借対照表計上額 時　価 評価差額 うち益 うち損

国債 100 100 0 0 ＿

（2005年度）

その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券で時価のあるもの

満期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券で時価のあるもの

（注）1. 貸借対照表計上額は、当事業年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
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■ 金銭の信託の時価等情報

貸借対照表計上額

14,113

当事業年度の損益に含まれた評価差額

△ 152

（単位：百万円）

取得原価 貸借対照表計上額 評価差額 うち益 うち損

106,598 106,814 216 216 ＿

（単位：百万円）

■ その他有価証券評価差額金

その他有価証券評価差額金

　うち繰延税金負債

　うち評価差額金

375

152

222

△ 1,591

―

△ 1,591

（単位：百万円）

（2004年度） （2005年度）

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

＜2004年度＞

1．運用目的の金銭の信託（2005年3月31日現在）

2．満期保有目的の金銭の信託（2005年3月31日現在）

該当事項はありません。

3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2005年3月31日現在）

貸借対照表計上額

81,994

当事業年度の損益に含まれた評価差額

2,620

（単位：百万円）

＜2005年度＞

1．運用目的の金銭の信託（2006年3月31日現在）

2．満期保有目的の金銭の信託（2006年3月31日現在）

該当事項はありません。

3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2006年3月31日現在）

該当事項はありません。

（注）1. 貸借対照表計上額は、当事業年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり

ます。

2. 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
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■ デリバティブ取引情報

＜2004年度＞

1. 取引の状況に関する事項

（1）取引の内容

当行が行っているデリバティブ取引は、次のとおりであります。

・通貨関連取引　為替予約

（2）取組方針

行内で定めるリスク管理運営方針に基づき、自己の資産・負債に関するヘッジ手段と

してデリバティブ取引を活用しております。

（3）利用目的

当行が行うデリバティブ取引の目的は、外貨建取引の為替相場変動リスクのコントロ

ール手段として為替予約取引を行っており、当該取引につきヘッジ会計を適用してお

ります。外貨建有価証券取引をヘッジ対象、為替予約取引をヘッジ手段、ヘッジ対象

の内包する為替変動リスクの軽減をヘッジ方針としております。なお、ヘッジ会計の

方法は繰延ヘッジ処理によっており、またヘッジ有効性の評価の方法は、ヘッジ開始

時から有効性判断時点までの期間においてヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額を基礎に判断しております。

（4）リスクの内容

当行の行うデリバティブ取引は、マーケット（主として為替）の変動により損失を被

る市場リスクを内包しております。

（5）リスク管理体制

当行はリスク管理部を中心とした総合的なリスク管理体制をとっており、当行の総体

的なリスクを月次で経営陣に報告しております。規定についてはリスクの源泉・運営

方針・管理方針等を定めた「リスク管理基本ポリシー」のもと、各種のリスクについ

て各々独立した管理規程を制定しております。市場リスクに関する管理方針は「市場

リスク管理ポリシー」に規定し、これを遵守しております。

（6） 定量的情報の補足説明

当行が取り組んでいる為替予約取引は、全て為替変動リスクを回避する目的で行って

おります。

2．取引の時価等に関する事項

（1）金利関連取引（2005年3月31日現在）

該当事項はありません。
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（2）通貨関連取引（2005年3月31日現在）

（3）株式関連取引（2005年3月31日現在）

該当事項はありません。

（4）債券関連取引（2005年3月31日現在）

該当事項はありません。

（5）商品関連取引（2005年3月31日現在）

該当事項はありません。

（6）クレジットデリバティブ取引（2005年3月31日現在）

該当事項はありません。

種類 契約額等
契約額等のうち
1年超のもの 時価 評価損益

通貨先物

通貨オプション

通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

その他

合計

取引所

店頭

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

＿

（単位：百万円）

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別
監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付
されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債
務残高が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

2. 時価の算定
為替予約取引・・・先物為替相場によっております。
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＜2005年度＞

1. 取引の状況に関する事項

（1）取引の内容

当行が行っているデリバティブ取引は、次のとおりであります。

・金利関連取引　金利スワップション

・通貨関連取引　為替予約

その他として複合金融商品に組込まれたクレジットデリバティブ取引であります。

（2）取組方針

当行では、行内で定めるリスク管理運営方針に基づき、お客様の金利に係わるリスク

ヘッジニーズに対応するため、また、当行の市場リスクの適切な管理を目的とし、デ

リバティブ取引を利用しております。

（3）利用目的

上記（2）取組方針に基づき、デリバティブ取引を行っております。

なお、一部の為替予約取引につきましては、外貨建有価証券取引をヘッジ対象、為替

予約取引をヘッジ手段、ヘッジ対象の内包する為替変動リスクの軽減をヘッジ方針と

した、ヘッジ会計を行っており、ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジ処理によっておりま

す。また、ヘッジの有効性の評価の方法は、ヘッジ開始時から有効性判断時点までの

期間においてヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額を基

礎に判断しております。

（4）リスクの内容

当行の行うデリバティブ取引は、マーケットの変動により損失を被るリスク（市場リ

スク）と、取引相手方の契約不履行により経済的毀損を被るリスク（信用リスク）が

あります。

（5）リスク管理体制

当行はリスク管理部を中心とした総合的なリスク管理体制をとっており、当行の総体

的なリスクを月次で経営陣に報告しております。規定についてはリスクの源泉・運営

方針・管理方針等を定めた「リスク管理基本ポリシー」のもと、各種のリスクについ

て各々独立した管理規程を制定しております。市場リスクに関する管理方針は「市場

リスク管理規定」に規定し、これを遵守しております。

（6）定量的情報の補足説明

デリバティブ取引に係わる「契約額等」は名目上の契約額又は計算上の想定元本であ

り、それ自体がリスク額を意味するものではありません。
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2．取引の時価等に関する事項

（1）金利関連取引（2006年3月31日現在）

種類区分 契約額等
契約額等のうち
1年超のもの 時価 評価損益

金利先物

 売建

 買建

金利オプション

 売建

 買建

 金利先渡契約

 売建

 買建

金利スワップ

 受取固定・支払変動

 受取変動・支払固定

 受取変動・支払変動

金利スワップション

 売建

 買建

金利オプション 

 売建

 買建

その他

 売建

 買建

合計

取引所

店頭

―

―

―

―

―

―

―

―

―

10,256

15,556

―

―

―

―

25,813

―

―

―

―

―

―

―

―

―

10,256

15,556

―

―

―

―

25,813

―

―

―

―

―

―

―

―

―

309

467

―

―

―

―

776

―

―

―

―

―

―

―

―

―

△ 25

182

―

―

―

―

157

（単位：百万円）

（注） 1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定
取引金融機関から提示された価格によっております。
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（2）通貨関連取引（2006年3月31日現在）

種類 契約額等
契約額等のうち
1年超のもの 時価 評価損益

通貨先物

 売建

 買建

金利オプション

 売建

 買建

 通貨スワップ

 売建

 買建

為替予約

 売建

 買建

通貨オプション 

 売建

 買建

その他

 売建

 買建

合計

取引所

店頭

―

―

―

―

―

―

35,907

―

―

―

―

―

35,907

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

159

―

―

―

―

―

159

―

―

―

―

―

―

159

―

―

―

―

―

159

（単位：百万円）

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定
為替予約取引・・・先物為替相場によっております。

（3）株式関連取引（2006年3月31日現在）

該当事項はありません。

（4）債券関連取引（2006年3月31日現在）

該当事項はありません。
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（5）商品関連取引（2006年3月31日現在）

該当事項はありません。

（6）クレジットデリバティブ取引（2006年3月31日現在）

種類区分 契約額等
契約額等のうち
1年超のもの 時価 評価損益

クレジット・デフォルト・

オプション

 売建

 買建

その他

 売建

 買建

合計

店頭

―

―

6,000

―

6,000

―

―

6,000

―

6,000

―

―

△ 74

―

△ 74

―

―

△ 74

―

△ 74

（単位：百万円）

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
2. 時価の算定
取引金融機関から提示された価格によっております。

3. 「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であります。
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■ 有価証券残高

＜期末残高＞

＜平均残高＞

（2004年度）（2005年度）

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

合計

6,625
＿

1,301

1,860

1

9,788

25,033
＿

25,897

1,753

2,333

55,018

＿

＿

＿

＿

1,266

1,266

＿

＿

＿

＿

13,455

13,455

6,625
＿

1,301

1,860

1,268

11,054

25,033
＿

25,897

1,753

15,788

68,473

（単位：百万円）

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）

（2004年度）（2005年度）

国債

地方債

社債

株式

その他の証券

合計

6,641
＿

1,300

1,874

723

10,540

59,178
＿

56,368

2,290

5,117

122,955

＿

＿

＿

＿

4,357

4,357

＿

＿

＿

＿

5,975

5,975

6,641
＿

1,300

1,874

5,080

14,897

59,178
＿

56,368

2,290

11,093

128,931

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）
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■ 銀行法に基づくリスク管理債権

■ 有価証券の預金に対する比率

（2004年度）（2005年度）

有価証券 (A)

預金 (B)

預証率 (A) ／(B)

期中平均

10,540

264,489

3.98％

4.89％

122,955

331,020

37.14％

18.07％

4,357

―

―

―

5,975

―

―

―

14,897

264,489

5.63％

5.52％

128,931

331,020

38.94％

22.49％

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）区　分

預証率

■ 商品有価証券平均残高

（2004年度）（2005年度）

期中平均残高 ＿ 231 ＿ ＿ ＿ 231

（単位：百万円）

国内業務部門 国際業務部門 合　計
（2004年度）（2005年度） （2004年度）（2005年度）

（単位：百万円）

国債

地方債

社債

その他

合計

27,960

―

19,188

6,189

53,338

5,471

―

8,600

―

14,071

2,876

―

2,960

121

5,958

22,869

―

25,620

―

48,489

1年以内 1年超
5年以内

10年超5年超
10年以内

■ 有価証券残存期間別残高

破綻先債権額

延滞債権額

3ヶ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合計

―

―

―

―

―

（2004年度）

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

（2005年度）

（注）住宅金融公庫債券（貸付債権担保S種及び貸付債権担保）は償還金額が確定できないため、10年超に表示しております。
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■ 単体自己資本比率

基本的項目  （Ａ）

補完的項目
 一般貸倒引当金 

 　うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目
 他の金融機関の資本調達手段の （Ｃ）

 意図的な保有相当額

自己資本額 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ） （Ｄ）

 資産（オン・バランス）項目 

リスク・アセット等 オフ・バランス取引項目 

 計 （Ｅ）

自己資本比率（国内基準） = 
（Ｄ） 

×  100

    
（Ｅ）

23,937

430

 　430

＿

24,367

 156,779

―

156,779

15.54％

30,318

408

 　408

＿

30,726

 153,651

385

154,037

19.94％

（単位：百万円）

＜国内基準＞ （2004年度） （2005年度）

（注）上記は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。

■ 金融再生法に基づく資産査定

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

正常債権

合計

―

―

―

600

600

（2004年度）

―

―

―

―

―

（単位：百万円）

（2005年度）
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開示規定項目一覧表

本誌は、銀行法第21条に基づき銀行法施行規則第19条の2及び19条の3に定められた開示項目を以下のページに記載しております。
当社は、銀行業務を2001年7月23日に開始しております。平均残高につきましては、銀行業務開始後の計数を記載しております。

■ 銀行法施行規則に基づく開示項目
単体情報

銀行の概況及び組織に関する事項

経営の組織  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6

大株主一覧  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5

役員一覧 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7

営業所の名称・所在地 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5

主な業務の内容  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 16･17

主な業務に関する事項

営業の概況  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32･33･34

業務指標

（主な経営指標）

資本金・発行済株式数・経常収益・経常利益・

当期純利益・純資産額・総資産額・預金残高・

貸出金残高・有価証券残高・単体自己資本比率・

配当性向・従業員数  . . . . . . . . . . . . . . . . . 34

（主要な業務の状況を示す指標）

業務粗利益、業務粗利益率  . . . . . . . . . . . 40

資金運用収支 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 40

役務取引等収支  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 41

その他業務収支  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 41

資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、

利息、利回り . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 40

総資金利鞘  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42

受取利息・支払利息の増減  . . . . . . . . . . . 41

総資産経常利益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42

資本経常利益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42

総資産当期純利益率 . . . . . . . . . . . . . . . . . 42

資本当期純利益率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 42

（預金に関する指標）

預金科目別残高・平均残高 . . . . . . . . . . . . 43

定期預金の残存期間別残高 . . . . . . . . . . . . 44

（貸出金に関する指標）

貸出金残高・平均残高  . . . . . . . . . . . . . . . 44

貸出金残存期間別残高  . . . . . . . . . . . . . . . 45

貸出金担保別残高及び支払承諾見返額  . . . . . . 46

貸出金使途別残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 45

貸出金業種別残高及び貸出金の総額に占める割合  . . 45

中小企業向貸出残高及び貸出金の総額に占める割合 . . 45

特定海外債権残高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 46

預貸率期末値及び期中平均値  . . . . . . . . . . 46

（有価証券に関する指標）

商品有価証券種類別平均残高  . . . . . . . . . . 57

有価証券種類別残存期間別残高  . . . . . . . . 57

有価証券種類別平均残高  . . . . . . . . . . . . . 56

預証率期末値及び期中平均値  . . . . . . . . . . 57

業務の運営に関する事項

リスク管理体制 . . . . . . . . . . . . . . . . . 18･19･20

法令遵守体制 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21

財産の状況

貸借対照表  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35

損益計算書  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38

損失処理計算書  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 39

破綻先債権額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 57

延滞債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 57

3ヶ月以上延滞債権額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 57

貸出条件緩和債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 57

単体自己資本比率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 58

有価証券の時価情報  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 48

金銭の信託、デリバティブ取引情報  . . . 49～55

貸倒引当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47

貸出金償却額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 47

商法による監査証明  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 39

連結情報

営業の概況  . . . . . . . . . . . . . . . . 9・10･11･12

主要な経営指標  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 22

主要な事業の内容・組織の構成  . . . . . . . . . . . . 8

子会社等に関する情報  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8

連結貸借対照表  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 23

連結損益計算書  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 26

連結剰余金計算書 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 27

セグメント情報  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30

連結自己資本比率  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 31

破綻先債権額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29

延滞債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29

3ヶ月以上延滞債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29

貸出条件緩和債権額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 29
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2005年度決算公告（写）

銀行法第20条に基づいて、2006年6月23日に下記の決算公告をホームページに掲載しました。
なお、同法第21条第1項及び第2項の規定により、決算公告（写）を本誌に掲載しています。

第7期　決算公告
平成18年6月23日

貸　借　対　照　表
（平成18年3月31日現在）

現 金 預 け 金

 現　　　　　　金

 預　　け　　金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

 国　　　　　　債

 社　　　　　　債

 株　　　　　　式

 そ の 他 の 証 券

そ の 他 資 産

 未 決 済 為 替 貸

 前　払　費　用

 未　収　収　益

 金 融 派 生 商 品

 ソ フ ト ウ ェ ア

 ソフトウェア仮払金

 還付未収源泉税

 還付未収消費税

 そ の 他 の 資 産

動 産 不 動 産

 土 地 建 物 動 産

 保 証 金 権 利 金

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

130,280

2

130,278

19,527

81,994

128,931

59,178

56,368

2,290

11,093

6,529

377

113

482

186

4,181

218

558

72

337

796

649

147

△ 408

367,650

科　　　目
（資産の部）

金　額

預 金

普 通 預 金

定 期 預 金

そ の 他 の 預 金

そ の 他 負 債

未 決 済 為 替 借

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 収 益

従 業 員 預 り 金

未 払 金

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

負債の部合計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

当期未処理損失

当 期 純 利 益

株 式 等 評 価 差 額 金

資本の部合計

負債及び資本の部合計

331,020

96,775

233,870

374

6,240

349

70

3,434

1,466

6

582

25

306

70

337,331

32,310

11,232

11,232

△ 11,632

11,632

786

△ 1,591

30,318

367,650

科　　　目
（負債の部）

金　額

（貸借対照表注記）
１.  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・
子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価
のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算
定）、時価のないものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券
の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

３. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭信託において信託財産として運用されている有価証券の
評価は、時価法により行っております。

４.  デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
５. 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 建　物 50 年
 動　産 3 年～20 年
６. 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（5年）に基づく定額法により償却してお
ります。

７.  新株発行費は支出時に全額費用として処理しております。
８.  外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
９.  引当金の計上基準
(1)貸倒引当金
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債
権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、合理的に算出した予想損
失率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当て
ております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てておりま
す。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に
資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を
行っております。
(2)賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与
の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

10.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

11. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段…為替予約
・ヘッジ対象…外貨建有価証券

（3）ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っ
ております。
（4）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象とヘッジ手
段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎に判断しております。
（5）その他リスク管理の方法のうちヘッジ会計に係るもの
デリバティブ取引に関する社内規定に基づき取引を行っております。

12. 消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）の会計処理は、税抜方式に
よっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費
用に計上しております。

13. 子会社の株式総額 142 百万円
14. 子会社に対する金銭債権総額 5 百万円
15. 子会社に対する金銭債務総額 980 百万円
16.  動産不動産の減価償却累計額 223 百万円
17. 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機等の一部については、
リース契約により使用しております。

18. 為替決済等の取引の担保として、有価証券36,532百万円及び金銭の信託中
の有価証券3,497百万円を差し入れております。

19. １株当たりの純資産額 50,863 円81 銭
20. 旧商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付したことにより増加した
純資産額は 1,112百万円であります。

21. 旧商法施行規則第92条に規定する「貸借対照表上の純資産額から新株式
申込証拠金、土地再評価差額金及び株式等評価差額金の合計額を控除し
た金額」から「資本金、資本準備金及び利益準備金の合計額」を差し引いた
資本の欠損の額は11,632百万円であります。

22. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これ
らには、「国債」「社債」「株式」「その他の証券」「買入金銭債権」が含まれ
ております。以下26.まで同様であります。

23. 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
24. 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

満期保有目的の債券で時価のあるもの

100
＿

＿

100

100
＿

＿

100

0
＿

＿

0

0
＿

＿

0

＿

＿

＿

＿

（単位：百万円）

時　価貸借対照表
計上額 差　額 うち益 うち損

国 債

社 債

そ の 他

合 計

その他有価証券で時価のあるもの

なお、上記の評価差額から組込デリバティブを一体処理したことによる損益計上分△74百万円
を差し引いた額△1,591 百万円が、「株式等評価差額金」に計上されております。

株 　 　 式

債 　 　 券

 国　　債

 社　　債

そ  の  他

合　　　計

581

89,513

60,308

29,204

10,736

100,831

621

87,958

59,077

28,880

10,585

99,165

39

△1,555

△1,231

△323

△150

△1,665

39

28

1

27

18

87

＿

1,583

1,232

351

169

1,753

（単位：百万円）

取得原価 貸借対照表
計上額 評価差額 うち益 うち損

その他有価証券

売却額

15,129

売却益の合計額

714

売却損の合計額

10

（単位：百万円）
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25. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のと
おりであります。

26. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごと
の償還予定額は次のとおりであります。

27. 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

満期保有目的の金銭の信託
該当事項はありません。

その他の金銭の信託
該当事項はありません。

28. 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会平成14年８月９日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年
10月31日）を当期から適用しておりますが、これによる税引前当期純利益に与
える影響はありません。

29. 旧商法第280条ノ１９第１項に規定されていた、取締役及び使用人に付与して
いる新株引受権の内容は次のとおりであります。

（1）平成12年9月26日株主総会決議及び平成12年10月12日取締役会決議に基
づく新株引受権
対象となる株式の種類 普通株式
対象となる株式の総数 2,410 株
新株の発行価額 60,000 円

（2）平成13年2月22日株主総会決議及び平成13年3月8日取締役会決議に基づ
く新株引受権
対象となる株式の種類 普通株式
対象となる株式の総数 1,280 株
新株の発行価額 65,000 円

（3）平成13年6月18日株主総会決議並びに平成13年6月18日及び平成13年7 
月12 日取締役会決議に基づく新株引受権
対象となる株式の種類 普通株式
対象となる株式の総数 3,875 株
新株の発行価額 71,500 円

（4）平成13年6月18日株主総会決議並びに平成13年6月18日及び平成13年7 
月12 日取締役会決議に基づく新株引受権
対象となる株式の種類 830 株
新株の発行価額 65,000 円

（5）平成13年9月10日株主総会決議及び平成13年9月13日取締役会決議に基
づく新株引受権
対象となる株式の種類 普通株式
対象となる株式の総数 10 株
新株の発行価額 65,000 円

30. 銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ（10）に規定する単体自己資本比
率（国内基準）は19.94 ％であります。

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

その他有価証券

なお、住宅金融公庫債券（貸付債権担保Ｓ 種及び貸付債権担保）は償還金額が確定
できないため、10 年超に表示しております。

運用目的の金銭の信託

子会社・子法人等株式

関連法人等株式

貸借対照表計上額

142

459

（単位：百万円）

非上場株式（店頭売買株式を除く）

事業債

みなし有価証券

優先出資証券

信託受益権（買入金銭債権）

貸借対照表計上額

1,117

27,488

385

72

19,527

（単位：百万円）

債 　 　 券

 国　　債

 社　　債

そ  の  他

合　　　計

14,071

5,471

8,600

11,847

25,918

47,148

27,960

19,188

9,870

57,019

48,489

22,869

25,620
＿

48,489

5,837

2,876

2,960

4,121

9,958

（単位：百万円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

金額

81,994

2,620

（単位：百万円）

貸借対照表計上額

当期の損益に含まれた評価差額

損益計算書
（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息
有価証券利息配当金
預 け 金 利 息
その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
その他の業務収益

そ の 他 経 常 収 益
株 式 等 売 却 益
金銭の信託運用益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

預 金 利 息
役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用

そ の 他 業 務 費 用
外 国 為 替 売 買 損
その他の業務費用

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

株 式 等 売 却 損
その他の経常費用

経 常 利 益
特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
関 係 会 社 株 式 売 却 益

特 別 損 失
動 産 不 動 産 処 分 損
ソ フ ト ウ ェ ア 除 却 損
リ ー ス 契 約 解 約 損
そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 損 失
当 期 未 処 理 損 失

1,851
16

1,186
2

645
3,176
479
2,697
370
60
309
5,152
659
3,955
537

1,622
1,622
1,069
437
631
441
426
14

6,444
19
8
10

22
82

31
123
95
12

10,551

9,597

954
104

263

795
8

786
12,419
11,632

科　　　目 金　額

（損益計算書注記）
１. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 子会社との取引による収益総額 0百万円
子会社との取引による費用総額 1,957百万円

３. 1 株当たりの当期純利益金額 1,406円37銭
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第7期　決算公告
平成18年6月23日

連　結　貸　借　対　照　表
（平成18年3月31日現在）

現 金 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

130,351

19,527

81,994

128,629

6,460

821

19

△ 408

367,395

科　　　目
（資産の部）

金　額

預 金

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

負債の部合計

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資本の部合計

負債、少数株主持分及び
資 本 の 部 合 計

330,343

6,320

81

336,745

287

32,310

11,232

△ 11,472

△ 1,591

△ 115

30,362

367,395

科　　　目
（負債の部）

金　額

（連結貸借対照表注記）
１.  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その
他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法により行ってお
ります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

３. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭信託において信託財産として運用されている有価証券
の評価は、時価法により行っております。

４.  デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
5. 当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）については定額法）
を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

  建　物 50 年
  動　産 3 年～20 年
６. 自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（主として5
年）に基づく定額法により償却しております。

７.  新株発行費は支出時に全額費用として処理しております。
８.  外貨建資産及び負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
９.  引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監
査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先
債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、合理的に算出した予想
損失率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き
当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産
査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っております。
（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、
当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

10. 当行並びに連結される子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

11. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段…為替予約
・ヘッジ対象…外貨建有価証券

（3）ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っ
ております。
（4）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ対象とヘッジ手
段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎に判断しております。
（5）その他リスク管理の方法のうちヘッジ会計に係るもの
デリバティブ取引に関する社内規定に基づき取引を行っております。

12. 当行並びに国内の連結される子会社の消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費
税等は当連結会計年度の費用に計上しております。

13. 動産不動産の減価償却累計額224百万円
　14. 連結貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機等の一部に
ついては、リース契約により使用しております。

15. 為替決済等の取引の担保として、有価証券36,532百万円及び金銭の信託中
の有価証券3,497百万円を差し入れております。また、動産不動産のうち保証
金権利金は165百万円であります。

16. １株当たりの純資産額51,030円57銭
17. 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会平成14年8月9日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号平成15年
10月31日）を当連結会計年度から適用しておりますが、これによる税金等調整
前当期純利益に与える影響はありません。

18. 連結貸借対照表の資産及び負債の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年
大蔵省令第10号）に準拠しております。

19. 銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率（国
内基準）は20.20％であります。
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連結損益計算書
（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有価証券利息配当金

預 け 金 利 息

その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

関 係 会 社 持 分 変 動 益

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

ソ フ ト ウ ェ ア 除 却 損

リ ー ス 契 約 解 約 損

そ の 他 の 特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

1,851

16

1,186

2

645

3,187

370

5,223

1,622

1,622

1,069

441

6,579

19

22

52

350

31

118

95

12

10,632

9,732

900

424

258

1,067

52

△ 19

1,034

科　　　目 金　額

（連結損益計算書注記）
１. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. 1 株当たりの当期純利益金額 1,851円58銭
３. 連結損益計算書の収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省
令第10号）に準拠しております。



●古紙配合率100％再生紙･大豆油インキ使用

〒100-0011 東京都千代田区内幸町一丁目1番7号　大和生命ビル
http://www.ebank.co.jp

イーバンク銀行のCSRについて

イーバンク銀行はインターネット専業銀行としてのCSR（企業の社会的責

任）に取り組むことで、お客様、株主、取引先、社員等のステークホルダ

ーに対して、当社の果たすべき責任を明確にし、より良い関係を築いてい

くことを目標にしております。

これまでにも、国内外の災害に対する義援金口座の開設や、安心してイー

バンク口座をご利用いただくための様々なセキュリティサービスの提供、

ウェブサイトやeメールを活用したお客様への迅速な情報提供等を続けて

まいりました。

イーバンク銀行は今後も継続的に発展を遂げられるよう、CSRを追求し、

企業価値の向上に努めてまいります。


